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高齢漁業者の操業実態と政策課題
（帝京大学 経済学部 地域経済学科 教授　　　

加瀬和俊）

2013年漁業センサスによれば、男子自営漁業就
業者約 9万人のうち65歳以上の者が48％、75歳以
上だけで20％を占めている。引退年齢は70歳後半
に集中し、100万円以上の水揚高を上げる経営体の
割合は、75歳以上でも約半数となっている。漁業
所得は国民年金と相まって、高齢者の生活を支え
ており、生活保護への依存を回避する役割を果た
している。このため、彼らを沿岸漁業の周辺的存
在としてではなく、その基幹的部分として重視し
なければならない。
本稿では、こうした高齢沿岸漁業者の就業実

態・志向について、現地調査によりその実態を把
握したうえで、今後の沿岸漁業の中で量的には最
大部分を占めざるを得ない高齢漁業者の操業と生
活の安定に向けて、いくつかの留意点を指摘する。

宮城県内の水産加工業の復旧状況と
協同組合の貢献

（亀岡鉱平）

被災地域の水産業の復旧のためには、漁業生産

だけではなく、水産加工業の復旧が不可欠である。

しかし、現状、水産加工業の復旧は遅れている。

また、被災県の一つである宮城県の水産加工業を

取り上げると、復旧状況には地域差がある。

水産加工業の復旧においては、協同組合組織が

重要な役割を果たしている。設備の復旧にあたっ

ては、石巻市の場合、水加協が果たした役割が大

きかった。販路の回復に関しても、加工業者が結

成した協同組合が効果的な取組みを行っている例

が気仙沼市において見られる。

販路の回復に向けては、ビジネスマッチング等

を積み重ねていく必要があり、行政、商社、金融

機関と連携して協同組合が果たす役割は大きい。

農地中間管理機構初年度における
農地集積の動向

（小針美和）

農地中間管理機構の初年度実績が公表された。
担い手への利用集積面積は増加したが、機構を通
じた貸借の割合は 1割強にとどまった。農林水産
省は、実績が低調なのは機構の体制が不十分なた
めとして、機構の体制強化を求めるとともに、機
構の利用実績により各県のランク付けを行い、そ
の結果を予算配分に反映することを示唆している。
しかし、農地の出し手の多くは受け手を指定で

きない機構の仕組みではなく、当事者間の合意に
よる貸借を選択したと推測される。また、制度設計
において十分な検討を踏まえずに施策が運用され
ているため、現場で機構を活用しにくい面もある。
機構は農地集積の一つの手段である。機構実績

のみでない農地関連データの総合的な分析や、現
場調査にもとづく今後の方策の検討が必要である。

農業の産業化と地域活性化にむけた
農協の取組み

（岡山信夫）

第 2次安倍内閣発足直後の2013年 1月、成長戦
略立案のために産業競争力会議が設置され、成長
戦略を立案する過程で今に至る農業改革論議がス
タートした。そこでは、家族経営よりも企業によ
る農業経営を優れたものとしてとらえ、協同組合
よりも株式会社の方が効率的かつ競争力を有する
経済主体であるとみる。
わが国のみならず世界の農業生産の大半が家族

経営によって担われ、多くの協同組合が強い競争
力を持つ経済主体として活躍していることが無視
された議論といわざるを得ない。
本稿においては、農業の産業化に貢献してきた

北海道JA士幌町、地域活性化に貢献する長野県
JA信州うえだの取組事例を紹介し、今後の地域経
済に果たすべき農協の役割について論ずる。
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潮流 　黒田日銀の「市場との対話」

情勢判断
1　 景気実勢は鈍いが、経済の好循環実現への
期待根強い

2　2015～16年度改訂経済見通し
（ 2次QE後の改訂）

情勢判断（海外経済金融）
1　 雇用や消費は改善したが、利上げ判断は依然
慎重

2　限られるユーロ圏に吹く追い風の景気刺激
効果

3　依然弱いものの、下げ止まりの動きが
見られる中国経済

4　米利上げを織り込む動きが進行する新興・
資源国市場

分析レポート
1　 地域金融機関に広がる職域サポート制度
2　「地方創生」の検討課題

海外の話題
北京の中関村創業街

2015年 7月号

農業委員会制度の見直しについて
（行友　弥）

地域の農業者から選挙で選ばれた委員が農地の

権利移動を許可する農業委員会の仕組みは農業者

の「自治」を体現し、戦後農地改革の成果を守る

「農地の番人」の役割を果たしてきた。

農業情勢の変化を背景にその機能は変化し、今

では農地の利用集積や遊休化抑止などにも貢献し

ている。今回の農業委員会法改正では、公選制や

建議の廃止など制度の根幹が見直され、自治体や

農地中間管理機構を補完する組織に変質する懸念

もある。

農協や農業生産法人制度の改革とともに「地域

の農業者こそ主人公」という戦後農政の基本的枠

組みを崩すものであり、現場の農業者や農業団体

の努力で制度の形骸化を防ぐ必要がある。

国産丸太輸出の伸長要因と競争力
（安藤範親）

わが国の針葉樹丸太の輸出は13年、14年に 2年

続けて前年比倍増した。特に世界の輸入量の40％

を占める中国向けの輸出が拡大している。

その拡大要因は、第 1に中国の需要増と価格の

上昇、第 2にロシアの輸出抑制、第 3に国内価格

の低下と13年以降の円安で日本産丸太の価格競争

力が増したためであった。

このように、現在のわが国の丸太輸出は、丸太

輸入国の経済動向や輸出競合国の丸太価格、為替

動向などの市況に恵まれて実現している。

今後、わが国は住宅着工減に伴う丸太需要の減

少が見込まれるために、生産余力が生じ、輸出の

拡大が期待される。しかし、さらなる輸出の拡大

に向けては今後の市況の変化に注意する必要があ

ろう。

潮流 　経済成長と財政健全化の道筋

情勢判断
先行き改善が期待される家計の所得環境

情勢判断（海外経済金融）
1　 雇用堅調だが、インフレ圧力は顕在化せず
2　 ともに追い詰められたギリシャと支援国
3　 投資鈍化等で景気減速が続く中国
4　資源価格持ち直しも一進一退の新興・資源国
市場

経済見通し
2015～16年度改訂経済見通し

分析レポート
原油生産動向と米国経済への影響

2015年 6月号
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